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朝霞市総合窓口課キャッシュレス決済対応 POS レジ導入業務仕様書 

 

１ 事業名 

  朝霞市総合窓口課キャッシュレス決済対応 POS レジ導入業務 

 

２ 概要 

本仕様書は、朝霞市総合窓口課における手数料収納のレジスター更新に関する仕

様を定めるものです。市民の利便性向上のため、現金のほか、クレジットカード、コー

ド決済等のキャッシュレス決済の対応ができるとともに、操作性の向上を目指します。 

 

３ 設置場所 

  朝霞市本町１丁目１番１号（朝霞市役所総合窓口課内） 

 

４ 導入スケジュール 

契      約       令和７年１２月上旬 

機器調達期限       令和８年 1月３０日（金） 

操 作 研 修             ２月下旬（契約後要調整） 

運 用 開 始             ３月１３日（金） 

   

５ 業務内容 

  以下の仕様を満たすキャッシュレス対応 POS レジの納入、設置、初期設定、職員

向け操作研修、保守対応を含む一式の業務 

 

６ 調達機器等 

（１）調達機器等は以下ものとし、原則、「（２）機器等の条件）」を満たす機器等であり、 

本仕様に定める要件を満たしてあること。 

（ア）キャッシュレス決済対応ＰＯＳレジ              ２台 

（イ）来庁者側操作ディスプレイ                   ２台 

（ウ）キャッシュレス端末（レシート機能含む）           ２台 

（エ）キャッシュドロア                         ２台 

（オ）ＰＯＳレジ用領収書・レシート等印刷プリンタ        ２台 

（カ）必要なソフトウエア                       一式 

（キ）POS レジ用レシート                      ３０巻 

（ク）キャッシュレス端末用レシート                ３0 巻 

（ケ）その他運用管理に必要なアクセサリ類           一式 
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（２）機器等の条件 

（ア）キャッシュレス決済対応ＰＯＳレジ 

a)POS レジ等の構成 

     ＰOSレジ端末は、独立したPC等で職員操作と来庁者操作用ディスプレイは 

7 インチ以上であること。また、PC等はWindows 又は、iPadOSであり、メ

モリは8GB以上、ディスクはSSDタイプで容量は128GB以上であり、2台

のレジが連動し、集計等が行えること。 

ｂ）端末上の操作・案内表示等 

・職員側の端末（ディスプレイ）は取扱項目、支払金額等を表示し、誰でも容易

に操作できること。 

・来庁者側の端末（ディスプレイ）には支払金額等が表示される機能を有するこ

と。また、来庁者が自らディスプレイをタッチするなどして支払い方法を選択で

きるものが望ましい。 

   ｃ）集計機能 

・日次、月次などの取扱項目、支払方法別の自動集計機能を有すること。 

・ジャーナルデータを CSV 等でデータ出力機能を有しデータ化が可能である

こと。 

    ・開庁時間途中に本・仮清算機能を有すること。 

 

（イ）キャッシュレス端末 

   a)ＰＯＳレジ端末に接続又は連動が可能であり、十分な稼働実績がある端末で

あること。 

   b)ＰＯＳレジ端末、キャッシュレス端末双方に取引内容、金額を入力する端末で

ないこと。 

   c)決済センター等とは有線ＬＡＮ又は無線ＬＡＮで通信が可能であること。 

   d)原則、決済誤り発生時に返金処理が可能であること。 

   e)利用明細書等の感熱式プリンタ搭載等を有し（別プリンタ可）、印字の内容を

発注者の指定で変更できること。 

f)バーコードリーダ又は、カメラ機能など類似する機能が搭載されていること。 

 

 （ウ）ＰＯＳレジ・決済端末対応の領収書・レシート等印刷プリンタ 

   a)来庁者の控えとなるレシートの印字が可能なサーマルプリンタが付属され、 

POS レジと連携していること。POS レジ等と連携したバーコード等が印字でき 

ること。 

b)レシートに印字される表記は、取扱った項目を印字するほか、現金の場合は

領収書、キャッシュレス決済の場合は利用明細書など、発注者の指定で変更
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できること。 

 

 （エ）必要なソフトウエア等 

   a)インターネット接続による売り上げの管理が可能なシステムを導入すること。 

   b)日次、月次などの集計データを参照できるクラウドサービスを参照できること。 

   c)日次別、取扱項目別、決済サービス別の集計を参照できること。 

   d)クラウドサービスのアクセス人数は、５人以上が同時にアクセス可能であるこ

と。 

   e)不正アクセスを防止する機能を有しており、外部の第三者が情報を閲覧でき

ない仕組みであること。 

 

７ 機器の搬入、設置業務 

  機器の搬入、設置作業等は以下のとおり行うこと。なお、機器に必要な電源 

（AC100V 50/60Hz）の確保やインターネット接続用の回線については、発注者 

が用意するものとする。 

 （１）搬入は市役所開庁時間とするが、機器の設置作業は、原則、午後５時３０分以

降に行うものとする。ただし、来庁者の邪魔にならない範囲であれば、設置作業

を事前に行うことは可能とする。また、準備に関するスペース等は発注者で用意

するものとする。 

 （２）搬入・設置等で発生する不要資材等は、受注者の責任おいて処分すること。費

用が発生する場合は、その費用を計上すること。 

 

８ キャッシュレス決済対応業務 

 （１）対応ブランド 

最低限、以下のいずれのキャッシュレス決済手段にも対応していること。 

  （ア）クレジットカード 

     VISA、MasterCard、JCB 

（イ）電子マネー 

   交通系 IC（suica、PASMO）、nanaco、waon） 

（ウ）コード決済 

   PayPay、d 払い、楽天ペイ、au PAY 

 （２）決済代行業務について 

（ア）受注者は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項に定

める指定納付受託者に指定する。 

（イ）受注者は、キャッシュレス決済の収入金額を、原則、毎月末日を締め日として

集計し、翌月末日までに、本市指定の口座に振り込むこと。なお、受注者が選択
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するキャッシュレス決済手段及び決済ブランド支払い方法の種類を問わず、一

括での入金とすること。 

（ウ）前述の振込手数料は、発注者が負担すること。 

（エ）決済代行業務を別事業者に再委託する場合は発注者にあらかじめ届出を

行い、許可を受けること。 

  （オ）POS レジ設置事業者とキャッシュレス決済事業者が異なる場合は、共同での

企画提案として、参加申込書に明記すること。 

（３）キャッシュレス決済手数料 

   キャッシュレス決済に係る取扱手数料は、受託者が発行する請求書によって、キ

ャッシュレス決済手段及び決済ブランドの種類を問わず、各月に一括で支払うこ

とを基本とする。なお、受注者がキャッシュレス決済の収入金額から取扱手数料

を差し引いた金額を市が指定口座に振り込む方法（繰替払）をとることも可能と

する。 

    いずれの場合も、キャッシュレス決済の収入金額及び取扱手数料の内訳明細

をWeb上等で確認することを可能とすること。 

（４）キャッシュレス決済代行に関する契約 

    受注者は、キャッシュレス決済の導入にあたって、各決済事業者との契約手続

きについて、機器導入前までに取りまとめて行うこと。 

 

９ 機器の設定作業 

  POS レジキャッシュレス端末に登録する取扱項目の設定作業を利用開始するま

でに必要な初期設定作業を行うこと。設定の際は事前にヒアリングシート等を用意

し、発注者と調整のうえ設定作業を行うこと。 

 

10 運用サポート 

（１）職員への操作説明 

導入機器に関する職員向け研修を実施すること。研修は 2 回以上とし、実施時

間は、原則、市役所開庁時間内及び時間外とする。１回あたり 1 時間程度を目安

とする。実施時期等は、契約後に協議の上、決定する。 

（２）操作説明の内容 

（ア）POS レジでの現金・キャッシュレスでの支払・受付に関すること 

（イ）返金および会計処理後のキャンセルが発生した場合の処理に関すること。 

（ウ）POS レジ等での集計（日次、月次、年次）に関すること。 

（エ）システムエラー、機器のトラブルなどの処理に関すること。 

（オ）レシートなどの消耗品の交換に関すること。 

（カ）その他、受注者提案によるもの。 
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（３）マニュアルの作成 

  機器のセットアップ及び機器の操作等に関して、発注者が容易に行うことが可能

な、分かりやすいマニュアルを提供すること。 

 

11 保守 

（１）原則、機器の保証は５年間とする。ただし、保証の期間が５年未満となる場合は

見積書にその期間を明記すること。 

（２）機器に搭載されているソフトウエア等は、最低５年間の運用に支障がないよう 

にすること。また、バージョンアップ等が必要となった場合でも、追加の料金が発

生しないこと。 

（３）問い合せ窓口を設置し、窓口を一本化すること。 

（４）機器の操作方法や使用上のトラブルなどの電話・メール等のサポートを９：００

～18：00 で行うこと。 

（５）窓口の運用時間内において故障・不具合があった場合は、技術者の派遣等に

より対応すること。 

 

12 情報セキュリティ 

（１）提示されたクレジットカード等の信用照会は、即時与信が可能であること。 

（２）カード決済承認番号の即時取得が可能であること。 

（３）ＰＣＩ ＤＳＳ（Ｐaymcnt Card Industry Data Sccurity Standard）の現 

行基準に準拠しているクレジット情報非保持型であること。 

（４）決済端末等のセキュリティは、PCI PTS（ＰＩＮ Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ Ｓecurity） 

認定を取得していること。 

（５）カード情報、決済情報は暗号化したうえでカード会社等へ送信する機能を有し 

ていること。 

 

13 見積書作成 

  調達機器等は原則、買取イニシャル費用、ランニング費用、決済代行手数料を分

類し、それぞれ別の見積書を作成すること。また、できる限り保守費用、月額使用

料などはランニング費用として計上するのではなく、イニシャル費用として一括して

計上することが望ましい。  

（１）イニシャル費用 

本仕様書に定める「６ 調達機器等」に記載されている項目など、導入に係る費用。 

（２）ランニング費用 

本仕様書に定める「11 保守」に定める費用や機器等の使用料を１か月の費用

（単価）として記載する。期間は令和８年１月１日から令和８年３月３１日までとする。
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ただし、参考値見積として、別途、令和８年１月１日から６０月分も併せて提出する

こと。 

（３）決済代行手数料 

   キャッシュレス決済代行手数料は、決済手段・ブランド別の手数料（任意様式）と

併せて「様式第４号キャッシュレス決済手数料率表及び年間手数料見込み算出

表」を用いた資料を提出すること。 

 

1４ その他 

（１）本業務で調達する機器等は、全て新品とすること。また、機器の貸与がある場

合は貸与期間を明記すること。 

（２）運用開始後の決済方法や決済ブランドの追加等について、対応可能な仕組み

を有すること。 

（３）導入場所において、利用者にキャッシュレス決済が可能であることを案内する

ため、受注者の負担により取扱いのブランドのアクセプタンスマークを提示する

こと。 

（４）導入スケジュール、各種設定内容、設置場所、機器操作説明の内容等につい

ては、発注者と協議のうえ決定すること。 

（５）受注者は類似の事案が国又は地方公共団体において、過去５年以内に導入実

績があるものであること。 

（６）本事業は国の「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）」の対

象事業としているため、交付金申請に必要な書類等の作成に協力をすること。 

（７）疑義が生じた事項については、本市と受注者で協議の上、対応方法を決定す

る。 

 


